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平成 25年度個人情報保護制度の運用状況 

 

 

 

１ 個人情報取扱事務の届出状況 

  個人情報を取り扱う事務の実施機関別の届出状況は，表１のとおりです。 

 

  表１                                  

（単位：件） 

実施機関 
届出件数 

現在数 
開始 変更 廃止 

市 
 
 

長 

会 計 室 ０ ０ ０ １ 

市 長 室 ３ ４ ３ １１ 

総 務 企 画 局  ２ ０ ０ ７ 

財 政 局 ２ １６ ０ ２５ 

市 民 局 ３ ３ ３ ５４ 

こ ど も 未 来 局  １ ８ １ ６３ 

保 健 福 祉 局  ９ １０７ ６ １８４ 

環 境 局 ３ １７ １ ４８ 

経 済 観 光 文 化 局 ６ ５ ０ ２９ 

農 林 水 産 局  １ ０ ０ ２８ 

住 宅 都 市 局  ４ １０ ４ ８０ 

道 路 下 水 道 局  ２ ８ １ ４７ 

港 湾 局 ３ ７ ０ １２ 

区 役 所 ３ １ １ ６ 

小         計 ４２ １８６ ２０ ５９５ 

議           長 ０ ０ ０ ２ 

教 育 委 員 会 ０ ６ ０ ４５ 

選挙管理委員会（市・各区） ０ ０ ０ ８１ 

人 事 委 員 会 ０ ０ ０ ０ 

監 査 委 員  ０ ０ ０ １ 

農 業 委 員 会 ０ ０ ０ ６ 

固定資産評価審査委員会 ０ ０ ０ １ 

公 営 

企 業 

管理者 

水 道 局 １ １ ０ １３ 

交 通 局 ０ ３ ０ ７ 

消防長 消 防 局 ０ ０ ０ ３４ 

地方独立行政法人福岡市立病院機構 ０ ０ ０ １ 

福 岡 市 住 宅 供 給 公 社  ０ ２ ０ ６ 

福 岡 市 土 地 開 発 公 社  ０ ２ ０ ２ 

合           計 ４３ ２００ ２０ ７９４ 

備考  現在数とは，平成 26年 3月 31日現在の取扱件数をいう。 

 

資料３－１ 
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２ 保有個人情報の開示の請求等の状況 

 

（１）保有個人情報の開示の請求 

   保有個人情報開示の請求件数とその処理状況は，表２のとおりです。 

 

 表２ 

                                           （単位：件） 

年
度 

請 求 

件 数 

処  理  状  況  

開 示 
一部 

開示 

非 開 示 

却下 
期間 

延長 

期限の

特例 
取下げ 非開示 

情  報 
不存在 

存否応答

拒 否 

２４ ３４６ １６４ ９６ ５ １００ ０ ３ ４０ ０ ４ 

２５ ３４８ １４０ １０３ ３ １２３ ０ ３ ３０ ０ ７ 

 備考 

１件の請求で複数の決定をしているものがあるため，請求件数と処理状況の件数の合計は一致しません。 

 

 

 

（２）保有個人情報の訂正の請求 

   保有個人情報訂正の請求件数とその処理状況は，表３のとおりです。 

 

  表３ 

（単位：件） 

年 度 
請 求 

件 数 

処  理  状  況 

訂正 一部訂正 訂正拒否 却下 取下げ 

Ｈ２４    １       ０       ０       １       ０       ０ 

Ｈ２５ ３ １ ０ １ １ ０ 

 

 

 

（３）保有個人情報の利用停止の請求 

   保有個人情報利用停止の請求件数とその処理状況は，表４のとおりです。 

 

  表４ 

（単位：件） 

年度 
請 求 

件 数 

処  理  状  況 

利用の停止 消去 提供の停止 利用停止拒否 取下げ 

Ｈ２４ １ ０ ０ ０ １ ０ 

Ｈ２５ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 
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３ 実施機関別の保有個人情報の開示の請求件数及びその処理状況 

  実施機関別の請求件数は，表５のとおりです。 

 

表５ 

                                                                        （単位：件） 

実 施 機 関 

請求件数 処  理  状  況 

２４ ２５ 開示 
一部 

開示 

非 開 示 

却下 
取下

げ 
非開示

情  報 
不存在 

存否

応答

拒否 

市 
 
 
 

長 

会 計 室 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

市 長 室 ５ ７ ６ ０ ０ ２ ０ ０ ０ 

総務企画局 １ ４ ２ ０ ０ １ ０ １ ０ 

財 政 局 ６ ６ １ ２ １ ３ ０ ０ ０ 

市 民 局 ６ ８ ２ ２ ０ １ ０ １ ２ 

こども未来局 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

保健福祉局 １３ １１ ３ ６ １ ４ ０ ０ ０ 

環 境 局 １ ８ ６ ０ ０ ２ ０ ０ ０ 

経済振興局 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

農林水産局 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

住宅都市局 ２７ １１ ４ ４ ０ ４ ０ ０ ０ 

道路下水道局 ４ ３ １ ２ ０ ０ ０ ０ ０ 

港 湾 局 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

区 役 所 ２５０ ２４２ ８７ ７７ １ ９３ ０ １ ５ 

小   計 ３１３ ３００ １１２ ９３ ３ １１０ ０ ３ ０ 

議 長 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ７ 

教 育 委 員 会 ２ １２ ４ ０ ０ １０ ０ ０ ０ 

選 挙 管 理 委 員 会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

人 事 委 員 会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

監 査 委 員 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

農 業 委 員 会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

固定資産評価審査委員会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

公営企業 

管 理 者 

水道局 ５ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

交通局 ２ ７ ７ １ ０ ０ ０ ０ ０ 

消 防 長 消防局 ２１ １８ １６ ２ ０ ０ ０ ０ ０ 

地 方 独 立 行 政 法 人 

福 岡 市 立 病 院 機 構 
０ １ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ 

福岡市住宅供給公社 ２ ９ １ ５ ０ ３ ０ ０ ０ 

福岡市土地開発公社 １ １ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ 

市 長 以 外 小 計 ３３ ４８ ２８ １０ ０ １３ ０ ０ ０ 

合 計 ３４６ ３４８ １４０ １０３ ３ １２３ ０ ３ ７ 

 備考 

 １件の請求で複数の決定をしているものがあるため，請求件数と処理状況の件数の合計は一致しませ

ん。 
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４ 保有個人情報の複写の状況及びその費用の徴収状況 

  保有個人情報の複写の状況及びその費用の徴収状況は表６のとおりです。 

 

  表６ 

 

区   分 
２４年度 ２５年度 

数 量 金 額 数 量 金 額 

用紙 

モノクロ ２，９２１枚 ２９，２１０円 １，６４０枚 １６，４００円 

カラー ２３９枚 ７，１７０円 １８４枚 ５，５２０円 

写真フィルム 

（印画紙に印画したもの） 
０枚 ０円 ０枚 ０円 

スライド 

（印画紙に印画したもの） 
０枚 ０円 ０枚 ０円 

フロッピーディスク ０枚 ０円 ０枚 ０円 

ＣＤ－Ｒ ０枚 ０円 ０枚 ０円 

録音カセットテープ ０巻 ０円 ０巻 ０円 

ビデオカセットテープ ０巻 ０円 ０巻 ０円 

総 計 ３６，３８０円 ２１，９２０円 

備考 

    用紙に複写する場合 モノクロ１枚（片面）１０円，カラー１枚（片面）３０円， 

写真フィルム１枚３０円，スライド１枚８０円，フロッピーディスク１枚３０円， 

ＣＤ－Ｒ１枚７０円，録音カセットテープ１巻１７０円，ビデオカセットテープ１巻１７０円。 

   

５ 不服申立ての件数及びその処理状況 

  保有個人情報の開示，訂正又は利用停止の請求に対する実施機関の決定や，不作為について不服がある

者は，行政不服審査法に基づく不服申立てをすることができます。 

  平成２５年度の不服申立ての件数と平成２５年度の処理状況は，表７のとおりです。 

 

  表７ 

                                                                  （単位：件） 

区  分 件数 
処  理  状  況 

認容 一部認容 棄却 却下 取下げ 継続審議 

平成２４年度以前の申立て分(※) ４ ０ ０ ４ ０ ０ ０ 

平成２５年度の申立て分 ７ ０ １ １ ０ ０ ５ 

合  計 １１ ０ １ ５ ０ ０ ５ 

  ※ 平成２４年度以前の申立て分で，平成２５年度に処理を行った分の件数であり，平成２４年度末まで

に処理が完了した分の件数は含まない。 
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６ 個人情報保護審議会への諮問等の状況 

 

  個人情報保護審議会は， 

   ① 個人情報の取扱いについて意見を述べ， 

   ② 必要に応じて保有個人情報の維持管理に関する措置について報告を求め，及び意見を述べ， 

   ③ 諮問された不服申立て事案について審議し， 

④  個人情報保護制度の運用に関する重要事項について，諮問に応じて答申し，及び建議する 

ことができます。 

【福岡市個人情報保護条例第 56条第２項】  

 

  ③について， 

平成２５年度及び過年度分の不服申立てで，平成２５年度に審議会で処理したもの等の概要は表８の

とおりです。 

    

表８  

 

諮 問 の 概 要 

（諮問第６９号） 

③不服申立て事案についての諮問 

平成○年○月○日に郵送した手紙に対して電話連絡による回答へ至った

書類 

実 施 機 関 福岡市教育委員会（指導部学校指導課） 

決 定 年 月 日 平成２４年３月２８日 

非  開  示  理  由 文書を作成していないため。 

不 服 申 立 て 年 月 日 平成２４年６月２０日 

諮 問 年 月 日 平成２４年５月２２日 

答 申 年 月 日 平成２５年３月１５日 

答 申 内 容 実施機関が非開示とした処分は妥当である。 

裁 決 ・ 決 定 年 月 日 平成２５年４月３日 

裁 決 ・ 決 定 内 容 棄却 
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諮 問 の 概 要 

（諮問第７０号） 

③不服申立て事案についての諮問 

福岡市教育委員会学校指導課の主任指導主事へ平成○年○月○日に連絡

した件についての，以後の対応の経緯についての書類 

実 施 機 関 福岡市教育委員会（指導部学校指導課） 

決 定 年 月 日 平成２４年３月３０日 

非  開  示  理  由 文書を作成していないため。 

不 服 申 立 て 年 月 日 平成２４年６月２１日 

諮 問 年 月 日 平成２４年５月２８日 

答 申 年 月 日 平成２５年３月１５日 

答 申 内 容 実施機関が非開示とした処分は妥当である。 

裁 決 ・ 決 定 年 月 日 平成２５年４月３日 

裁 決 ・ 決 定 内 容 棄却 

 

 

諮 問 の 概 要 

（諮問第７１号） 

③不服申立て事案についての諮問 

介護保険に関する事務及び障がい者に関する事務における個人情報の利

用停止 

実 施 機 関 福岡市長（城南区保健福祉センター福祉・介護保険課） 

決 定 年 月 日 平成２４年９月１３日 

利 用 停 止 拒 否 理 由 

福岡市個人情報保護条例第８条（収集に関する制限）及び第１０条

（利用及び提供に関する制限）に違反する状態になく，利用停止請求に

理由がないため。 

不 服 申 立 て 年 月 日 平成２４年９月２５日 

諮 問 年 月 日 平成２４年１０月２４日 

答 申 年 月 日 平成２５年８月５日 

答 申 内 容 実施機関が利用停止拒否とした処分は妥当である。 

裁 決 ・ 決 定 年 月 日 平成２５年８月２７日 

裁 決 ・ 決 定 内 容 棄却 
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諮 問 の 概 要 

（諮問第７２号） 

③不服申立て事案についての諮問 

当方が依頼した，担当教諭から私の娘に対しての謝罪の場における，そ

の内容を確認できる書類 

実 施 機 関 福岡市教育委員会（指導部学校指導課） 

決 定 年 月 日 平成２４年１０月１８日 

非  開  示  理  由 文書を作成していないため。 

不 服 申 立 て 年 月 日 平成２５年１月８日 

諮 問 年 月 日 平成２５年２月７日 

答 申 年 月 日 平成２５年８月２８日 

答 申 内 容 実施機関が非開示とした処分は妥当である。 

裁 決 ・ 決 定 年 月 日 平成２５年９月２５日 

裁 決 ・ 決 定 内 容 棄却 

 

 

 

諮 問 の 概 要 

（諮問第７３号） 

③不服申立て事案についての諮問 

開示請求者について記載した取扱注意文書 

実 施 機 関 福岡市長（保健福祉局高齢社会部介護サービス課） 

決 定 年 月 日 平成２５年３月２６日 

非 開 示 理 由 

条例第２０条第６号 

市が行う事務に関する情報であって，開示することにより，事務事業の

適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるため。 

不 服 申 立 て 年 月 日 平成２５年４月１７日 

諮 問 年 月 日 平成２５年４月２５日 

答 申 年 月 日 平成２５年８月２９日 

答 申 内 容 実施機関が一部開示とした処分は妥当である。 

裁 決 ・ 決 定 年 月 日 平成２５年９月２６日 

裁 決 ・ 決 定 内 容 棄却 
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諮 問 の 概 要 

（諮問第７４号） 

③不服申立て事案についての諮問 

診療報酬明細書及び調剤報酬明細書（医療機関に対して照会をしない

事） 

実 施 機 関 福岡市長（城南区市民部保険年金課） 

決 定 年 月 日 平成２５年７月１０日 

非 開 示 理 由 

条例第２０条第１号 

医療機関に対して意見照会をしない事を希望されている為，開示するこ

とにより今後の治療上の支障が生じるかなど，本人の生命，身体，財産

その他の権利利益を害するおそれについて確認ができないため。 

不 服 申 立 て 年 月 日 平成２５年７月２５日 

諮 問 年 月 日 平成２５年８月６日 

答 申 年 月 日 ― 

答 申 内 容 （審議中） 

裁 決 ・ 決 定 年 月 日 ― 

裁 決 ・ 決 定 内 容 ― 

 

 

諮 問 の 概 要 

（諮問第７５号） 

③不服申立て事案についての諮問 

診療報酬明細書 

実 施 機 関 福岡市長（西区市民部保険年金課） 

決 定 年 月 日 平成２５年８月５日 

非 開 示 理 由 

条例第２０条第１号 

医療機関への診療報酬明細書の開示に関する意見を踏まえた結果，開示

することが適切でないと判断したため。 

不 服 申 立 て 年 月 日 平成２５年９月１９日 

諮 問 年 月 日 平成２５年１０月１６日 

答 申 年 月 日 ― 

答 申 内 容 （審議中） 

裁 決 ・ 決 定 年 月 日 ― 

裁 決 ・ 決 定 内 容 ― 
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諮 問 の 概 要 

（諮問第７６号） 

③不服申立て事案についての諮問 

開示請求者が給食停止を依頼又は言及した旨の申請書類 

実 施 機 関 福岡市教育委員会（教育支援部健康教育課） 

決 定 年 月 日 平成２５年１０月３日 

非 開 示 理 由 文書が存在しないため。 

不 服 申 立 て 年 月 日 平成２５年１１月２９日 

諮 問 年 月 日 平成２５年１２月２７日 

答 申 年 月 日 ― 

答 申 内 容 （審議中） 

裁 決 ・ 決 定 年 月 日 ― 

裁 決 ・ 決 定 内 容 ― 

 

 

諮 問 の 概 要 

（諮問第７７号） 

③不服申立て事案についての諮問 

『学校給食人員変更届』備考欄記載の『不登校』の認定に至った根拠と

なる文書（認定の要件を満たしていることが確認できるもの） 

実 施 機 関 教育委員会（指導部学校指導課） 

決 定 年 月 日 平成２５年１０月３日 

非 開 示 理 由 文書が存在しないため。 

不 服 申 立 て 年 月 日 平成２５年１１月２９日 

諮 問 年 月 日 平成２５年１２月２７日 

答 申 年 月 日 ― 

答 申 内 容 （審議中） 

裁 決 ・ 決 定 年 月 日 ― 

裁 決 ・ 決 定 内 容 ― 
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諮 問 の 概 要 

（諮問第７８号） 

③不服申立て事案についての諮問 

「児童扶養手当支給停止処分 一部取消通知書」中の記載事項 

実 施 機 関 福岡市長（東区保健福祉センター子育て支援課） 

決 定 年 月 日 平成２５年１２月２６日 

訂 正 拒 否 理 由 訂正する理由がない。 

不 服 申 立 て 年 月 日 平成２６年２月１２日 

諮 問 年 月 日 平成２６年３月１０日 

答 申 年 月 日 ― 

答 申 内 容 （審議中） 

裁 決 ・ 決 定 年 月 日 ― 

裁 決 ・ 決 定 内 容 ― 

 

 

諮 問 の 概 要 

（諮問第７９号） 

③不服申立て事案についての諮問 

東区役所子育て支援課からの電話連絡について，発言の根拠となる書類 

実 施 機 関 福岡市長（東区保健福祉センター子育て支援課） 

決 定 年 月 日 平成２６年１月１７日 

非 開 示 理 由 

開示請求があったものは，児童扶養手当法第１３条の２第１項について

説明したものであり，個人情報を含んでおらず，開示請求に係る保有個

人情報を保有していないため。 

不 服 申 立 て 年 月 日 平成２６年２月１２日 

諮 問 年 月 日 平成２６年３月１０日 

答 申 年 月 日 ― 

答 申 内 容 （審議中） 

裁 決 ・ 決 定 年 月 日 ― 

裁 決 ・ 決 定 内 容 ― 
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７ 個人情報の取扱いに関する個人情報保護審議会への報告・照会・諮問等の状況 

個人情報の取扱いについて審議会の意見を聴く場合は，「個人情報保護事務取扱要綱第 24 個人情報の

公益上の取扱いに関する事務処理」の定めるところにより行っています。 

 

（１）公益上の取扱いに関する基準に定める類型に該当する事案 

個人情報の取扱いを行った後に，原則として審議会へ事後の報告を行う。報告があったものの概要につ

いては表９のとおりです。 

 

表９ 

 

（報告事案 29号） 

取 扱 い の 概 要 

急患診療センター，急患診療所の利用者から見た小児一時救急医療の現状に

ついて調査するため，アンケート調査を実施するにあたり，福岡市立急患診療

センターの指定管理者である福岡市医師会より，急患診療センターの受診者の

氏名・住所の提供を受けたもの。 

実 施 機 関 福岡市長（保健福祉局保健医療部小児医療体制整備等担当） 

報 告 年 月 日 平成２５年３月２９日 

該当する基準の類型 【類型：１ 】【区分：（３）】【分類：ア】【該当事例及び解説：(ｱ)】 

収集先（利用させる課） 福岡市医師会 

提供先（利用する課）  保健福祉局保健医療部小児医療体制整備等担当 

 

（報告事案 30号） 

取 扱 い の 概 要 

生活保護の実施にかかる世帯認定のための基礎資料として，対象者の現住所

および世帯構成の情報が必要であったため，照会したもの。 

実 施 機 関 福岡市長（博多区保健福祉センター保護第２課） 

報 告 年 月 日 平成２５年５月１６日 

該当する基準の類型 【類型：３ａ】【区分：（１）】【分類：ア】【該当事例及び解説：(ｱ)】 

収集先（利用させる課） 教育委員会教育環境部学事課 

提供先（利用する課）  博多区保健福祉センター保護第２課 

 

（報告事案 31号） 

取 扱 い の 概 要 

本市からの転出者が，転出先市町村における事業の「紙おむつサービス」の

利用希望をされたが，転出先市町村での支給決定において介護認定調査票が必

要なため，本人の家族から要介護認定の資料提供に係る申出があったもの。 

実 施 機 関 福岡市長（城南区保健福祉センター福祉・介護保険課） 

報 告 年 月 日 平成２５年７月９日 

該当する基準の類型 【類型：３ｂ】【区分：（２）】【分類：ア】【該当事例及び解説：(ｲ) 】 

収集先（利用させる課） 城南区保健福祉センター福祉・介護保険課 

提供先（利用する課）  本人の家族 
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（報告事案 32号） 

取 扱 い の 概 要 

傷病者の家族から，家族が緊急搬送された際の救急報告書の提供請求があ

り，本人は治療中で，本人の同意を得ることが事実上困難であるため，救急搬

送における救急報告書（ 兼 救急救命処置録）を，家族へ任意提供したもの。 

実 施 機 関 消防長（消防局警防部救急課） 

報 告 年 月 日 平成２５年１０月１１日 

該当する基準の類型 【類型：３ｂ】【区分：（２）】【分類：ア】【該当事例及び解説：(ｳ) 】 

収集先（利用させる課） 消防局警防部救急課 

提供先（利用する課）  救急搬送傷病者の家族 

 

（報告事案 33号） 

取 扱 い の 概 要 

本人の家族より，福祉介護施設への入所申込みのために必要として，介護認

定の資料提供の申出があったことから，資料を提供したもの。 

実 施 機 関 福岡市長（中央区保健福祉センター福祉・介護保険課） 

報 告 年 月 日 平成２５年１０月１７日 

該当する基準の類型 【類型：３ｂ】【区分：（２）】【分類：ア】【該当事例及び解説：(ｲ) 】 

収集先（利用させる課） 中央区保健福祉センター福祉・介護保険課 

提供先（利用する課）  本人の家族 

 

（報告事案 34号） 

取 扱 い の 概 要 

傷病者の家族から，家族が救急搬送された際の救急報告書等の提供請求があ

り，本人は治療中で，本人の同意を得ることが事実上困難であるため，救急搬

送における救急報告書等を家族へ任意提供したもの。 

実 施 機 関 消防長（消防局警防部救急課） 

報 告 年 月 日 平成２５年１２月２０日 

該当する基準の類型 【類型：３ｂ】【区分：（２）】【分類：ア】【該当事例及び解説：(ｳ) 】 

収集先（利用させる課） 消防局警防部救急課 

提供先（利用する課）  救急搬送傷病者の家族 

 

（報告事案 35号） 

取 扱 い の 概 要 

傷病者の家族から，家族が救急搬送された際の救急報告書の提供請求があ

り，本人は治療中で，本人の同意を得ることが事実上困難であるため，救急搬

送における救急活動記録票を家族へ任意提供したもの。 

実 施 機 関 消防長（消防局警防部救急課） 

報 告 年 月 日 平成２６年２月２４日 

該当する基準の類型 【類型：３ｂ】【区分：（２）】【分類：ア】【該当事例及び解説：(ｳ) 】 

収集先（利用させる課） 消防局警防部救急課 

提供先（利用する課）  救急搬送傷病者の家族 
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（報告事案 36号） 

取 扱 い の 概 要 

福岡空港駅新１出入口建設工事の施工箇所周辺における井戸水使用者を把握

する必要があり，迅速かつ円滑な事業の遂行及び市民への負担を軽減するため

に，道路下水道局総務部下水道料金課が保有する，井戸水使用者台帳を利用し

たもの。 

実 施 機 関 福岡市交通事業管理者（福岡市交通局建設部技術課） 

報 告 年 月 日 平成２６年３月２８日 

該当する基準の類型 【類型：３ａ】【区分：（３）】【分類：ア】【該当事例及び解説：(ｱ)①② 】 

収集先（利用させる課） 道路下水道局総務部下水道料金課 

提供先（利用する課）  福岡市交通局建設部技術課 

 

 

 



 

 - 14 - 

（２）公益上の取扱いに関する基準に定める類型に準じる事案 

個人情報の取扱いについて，審議会会長の意見を聴くこととし，会長専決により処理を行います。審議

会会長に照会があったものの概要については表１０のとおりです。 

 

表１０ 

 

（照会事案第 24号） 

取 扱 い の 概 要 

河川の護岸整備において，土地の境界確認及び借地が必要であることから，

土地の所有者に境界確認及び借地の了承を求めるため，土地登記簿謄本に記載

の住所から本人の所在を確認したが，その住所に居住しておらず，住民票・戸

籍謄本等を公用請求したが，「該当なし」との結果であった。 

このため，当該土地の所有者の所在を確認する手段として，固定資産税の納

税通知送付先の住所及び氏名を利用しようとするもの。 

照  会  年  月  日 平成２５年４月１７日 

準じる基準の類型 【類型：３ａ】【区分：（２）】【分類：ウ】 

収集先（利用させる課） 財政局税務部税制課 

提供先（利用する課） 道路下水道局建設部河川課 

回  答  年  月  日 平成２５年４月１７日 

会  長  意  見 

本件については，公益上の必要性が認められることから，目的外利用をして

差し支えない。 

ただし，納税通知送付先の住所は，必ずしも当該土地の所有者の住所である

とは限らず，また，何らかの事情がある可能性もあり得ることから，利用につ

いては慎重かつ適切に行うよう十分配慮すること。また，個人情報の適正管理

に留意すること。 
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（照会事案第 25号） 

取 扱 い の 概 要 

超高齢社会の到来に向け、アクティブエイジング（生涯現役社会づくり）を

進める必要があることから、還暦の節目である 60 歳を主な対象者として、必

要な情報や人に出会えるイベント（「還暦式」（仮称））を平成 26年 3月に開催

することとしている。 

上記イベントの開催にあたり、60 歳の市民約 18,000 人に案内状を送付する

必要があり、その事務に住民基本台帳（住所・氏名及び年齢に関する情報）を

使用するもの。使用にあたっては、総務企画局企画調整部が市民局区政課から

必要な情報を入手したうえで、市もメンバーとなる「還暦式（仮称）実行委員

会」と委託契約を締結している受託事業者から、該当者に案内状を発送するこ

ととする。 

なお、実行委員会規約及び委託契約を策定・締結するにあたっては、個人情

報の適切な取扱に関する規定を盛り込む予定。 

照  会  年  月  日 平成２５年１０月２２日 

準じる基準の類型 【類型：３ａ】【区分：（２）】【分類：ア】 

収集先（利用させる課） 市民局総務部区政課 

提供先（利用する課） 総務企画局企画調整部 

回  答  年  月  日 平成２５年１１月１８日 

会  長  意  見 

本件については，公益上の必要性が認められることから，目的外利用をして

差し支えない。 

ただし，利用については慎重かつ適切に行うよう配慮し，個人情報の適正管

理に十分留意すること。 

特に，「還暦式（仮称）実行委員会」及び受託業者における個人情報の取扱

いについては，福岡市個人情報保護条例の各規定や「業務委託における個人情

報及び情報資産の取扱いに係る措置の基準」を踏まえ，規約及び契約において

個人情報の適切な取扱いに係る規定を盛り込むとともに，実施機関による具体

的な指示など，十分な管理・監督を行うこと。 
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（照会事案第 26号） 

取 扱 い の 概 要 

当課において計画している一般県道猪野土井線の道路整備において，土地

（計３箇所）の境界確認が必要である。 

当該地のうち２箇所は法人所有であるが，解散しているため，清算人に境界

確認を求めるべく，土地登記簿謄本に記載の住所から本人所在を確認したが，

その住所には居住していなかった。 

また，土地所有者及び精算人の住民票・戸籍謄本を公用請求した結果，「除

票」または「該当なし」との回答であった。 

このため，当該土地所有者の所在を確認する手段として，固定資産税の納税

通知送付先の住所及び氏名の利用に関する個人情報の取扱いについて照会する

もの。 

照  会  年  月  日 平成２５年１２月１６日 

準じる基準の類型 【類型：３ａ】【区分：（２）】【分類：ウ】 

収集先（利用させる課） 財政局税務部税制課 

提供先（利用する課） 道路下水道局建設部東部道路課 

回  答  年  月  日 平成２６年１月２８日 

会  長  意  見 

本件については，公益上の必要性が認められることから，目的外利用をして

差し支えない。 

ただし，納税通知送付先の住所は，必ずしも当該土地の所有者の住所である

とは限らず，また，何らかの事情がある可能性もあり得ることから，利用につ

いては慎重かつ適切に行うよう十分配慮すること。また，個人情報の適正管理

に留意すること。 

 

 

（照会事案第 27号） 

取 扱 い の 概 要 

当課において計画している市道香椎花園線の道路整備において，土地（計２

箇所）の境界確認が必要である。 

このことから，土地所有者に境界確認の了承を求めるべく，土地登記簿謄本

に記載の住所から本人所在を確認したが，その住所には居住しておらず，住民

票・戸籍謄本を公用請求した結果，「該当なし」との回答であった。 

このため，当該土地所有者の所在を確認する手段として，固定資産税の納税

通知送付先の住所及び氏名の利用に関する個人情報の取扱いについて照会する

もの。 

照  会  年  月  日 平成２５年１２月１２日 

準じる基準の類型 【類型：３ａ】【区分：（２）】【分類：ウ】 

収集先（利用させる課） 財政局税務部税制課 

提供先（利用する課） 道路下水道局建設部東部道路課 

回  答  年  月  日 平成２６年２月３日 

会  長  意  見 

本件については，公益上の必要性が認められることから，目的外利用をして

差し支えない。 

ただし，納税通知送付先の住所は，必ずしも当該土地の所有者の住所である

とは限らず，また，何らかの事情がある可能性もあり得ることから，利用につ

いては慎重かつ適切に行うよう十分配慮すること。また，個人情報の適正管理

に留意すること。 
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（３）上記の（１）（２）に該当しない事案 

個人情報の取扱について，審議会へ諮問してその意見を聴くこととなっています。平成２５年度の諮問件数

は０件です。 
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８ 個人情報の漏えい等の状況 

平成２５年度に報告された，個人情報の漏えい等の事案の件数は，表１１のとおりです。 

 

表１１ 

（単位：件） 

 漏えい等事案の件数 

 

総 件 数 

発 生 形 態 別 

誤送付 誤交付 誤廃棄 紛失 
ネット

流出 
盗難 その他 

３５ １６ ４ １ １０ ０ ０ ４ 

規 

模 

別 

１～５人 
１６ ４ １ ５ ０ ０ ２ 

６～５０人 
０ ０ ０ ３ ０ ０ ２ 

５１～１００人 
０ ０ ０ １ ０ ０ ０ 

１０１～１０００

人 
０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

１００１人以上 
０ ０ ０ １ ０ ０ ０ 

 

上記の主な内容 

 

・平成２５年４月 骨粗鬆症検査申込書兼入力票 １９名分 

平成２４年６月の受信申込者の個人情報を印字ミスしていた骨粗鬆症検査申込書兼入力票を廃棄せず，

この申込書を使用し平成２５年４月受信申込者に誤って送付したもの。 

 

・平成２５年６月 選挙人名簿 ４２６，６０４名分 

受託事業者から再委託を受けた事業者の社員が，選挙人名簿データ（ＤＶＤ）を区役所へ搬送中に，バ

スに置き忘れたことによるもの。 

 

・平成２５年５月 健康上配慮を要する生徒の状況一覧３ページ分を破ったうちの紙片 ６枚分 

福岡市西区在住の中学校養護教諭が，健康上配慮を要する生徒の状況一覧を家庭用ごみ袋に入れ，自宅

前に廃棄したところ，路上に紙片が散らばり，近隣の住民にその一部が発見されたもの。 

 

・平成２５年６月 がん検診予約簿，肺がん・結核健診受付簿及び特定健診予約簿 計約５５名分 

パソコン入力及び予約受付の際に，がん検診予約簿及び肺がん・結核健診受付簿の一部紛失にそれぞれ

気づき，全ての予約簿を点検したところ，新たに特定健診予約簿の一部紛失が判明したもの。 

 

 


